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第 1 章では 1918--32年を対象に創業期の松下電器における企業内教育が検討され、従業員福祉のための「歩一会」
の結成 (1920年)、住込店員制度による指導、「綱領」・「信条」の制定(1929年)、昭和恐慌期における雇用確保策
の展開、「水道哲学」としてのちに有名になる経営理念を宣言した「命知の日 J (1932年 5 月 5 日)の経営的意義など
が考察される。
1933--45年の戦前・戦時期を対象とした第 2 章では朝会・タ会の全社的実施、「松下電器の遵奉すべき精神」の制





第 3 章は 1945--51年の戦後占領期を対象とするo この時期における企業内訓練の鴨矢は松下幸之助の指示によっ
て川島良一(元同志社大学専門部教授)が企画したアメリカ流の「職長講習会」の開始 (1949年)であり、以後 íC
CS 経営講座J (1949年)、「重役会の訓練J (1952年以降)と進み、同時に本社訓練課が中心となって計画的集合教育
である「営業部員講習J (1950年以降)、新入社員教育(1951年以降)が実施される。
高度成長初期 (1952--59年)を取り扱う第 4 章では松下電器でも MTP (管理者訓練、 1952年)と TWI (監督者訓
練)が導入されるものの前者の普及には限界があったのに対し、後者は長く行われ、さらに次第に自社版訓練コース
である新入社員導入教育、社員執務訓練、女子社員訓練、営業社員訓練などが整備されるとともに生産技術 (IE)
品質管理 (QC) 教育の面でも大きな進歩があり、また高橋荒太郎人事本部長作成・通達の「人事方針J (1957年)が
以後の同社の人事労務管理史上大きな意義を持ったことなどが指摘される。
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職能別教育の充実 (1985年ごろまで)J、「専門能力向上に対応、自己啓発重視の教育 (1985年以降)J の時代と整理し
た上で、その中での松下電器の実践の特徴が総括されるo さらに同社における教育訓練の基本方針(教育理念)の規
定要因が時期別に検討され、最後に企業内教育の課題と今後の方向性が展望されているo
論文審査の結果の要旨
本論文の貢献は、第一に創業以来 80年余の歴史を有する松下電器における企業内教育の展開過程を前例のない密
度とスケールで描いた点にある。従来の研究史が主として技能者の養成に限定され、しかも戦後に関しては社史の水
準を超えるものがほとんどない現状にあって、技能者から事務スタッフ、技術者、経営幹部にまでその対象を拡大し、
同時に職能教育の意義を論じつつ、 80年の歴史を有する企業内教育を支えた一貫した論理を追求した本論文の意義は
きわめて大き L、。こうした個別経営に徹底して内在した実証研究が積み重ねられることによって企業内教育史研究、
さらに経営史研究の大きな飛躍が期待される。
第二に松下電器における組織変革、具体的には戦前期の事業部制・分社制、戦後の事業部制・事業本部制・分社制、
海外生産会社網と企業内教育の展開を関連づけて論じた点が注目される。戦前における責任権限の委譲をともなう事
業部制・分社制の採用が各経営者・管理者への自主責任の浸透を促し、さらにそのことが課長・主任クラスの育成に
貢献した点、 1957年制定の人事方針における上司の部下育成責任の明示、「熱海会談」以後の方針転換を受けたいわ
ば本来の経営理念への回帰ともいうべき事業場での人材育成に関する事業場長の責任体制の明確化、 1980年代に本格
化する経営幹部研修など組織の肥大化に抗する企業内教育の枠組み設定の意義を明確に分析した点も本論文の大きな
? ?
貢献である。
第三に戦前における住込店員制度ならびに店員(=社員)養成所出身者の経理・営業部門での貢献、アメリカ式訓
練方式の選択的採用・変容、自社版訓練コースによる全員教育を目指した大量教育の実施とその大幅修正、体験を通
じた実行力の育成を強調する長期人材育成方針、早い時期からの各職能研修・自己研修への取り組みなど松下電器に
おける企業内教育の展開を特徴づける重要な諸点を明確に提示した点が大いに評価できる。ここでは中小企業として
出発した松下電器が企業内教育をテコにどのようにして諸資源の制約を突破しようとしたのか、また高度成長期の急
成長、 1970年代以降の国際化の過程で直面した課題と企業内教育の展開の関連が見事に分析されているo
本論文の改善点としては、第一に経営システム全体の中に明確に位置つ'けられた企業内教育の制度的整備の過程に
関する精織な分析に比して、変化する生産体系・労使関係の下で企業内教育が果たした具体的役割・機能に対する考
察がやや弱いこと、第二に企業内教育の展開における本社と事業場の役割分担の変化に関する分析をさらに深める必
要があることなどが指摘できるo しかし、これらはし、ずれも筆者の今後の課題であり、本論文は博士(経済学)の学
位に十分値するものと判断する。
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